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1. DX推進における課題・問題点
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1. DX推進における課題・問題点

DXの取組状況

日本企業のDXに向けた取り組みは順調に進んでおり、成果が出ている企業の割合も増加傾向にある。

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P2 図表1-1を弊社にて一部加工

73.7%

69.3%

55.8%

77.9%

2023年度

2022年度

2021年度

米国(2022)

（「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部
門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でXに取組んでいる」の回答合計）

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P6 図表1-8を弊社にて一部加工

64.3%

58.0%

49.5%

89.0%

2023年度

2022年度

2021年度

米国(2022)

（「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部
門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でXに取組んでいる」の回答合計）

DX の取組状況（経年変化および米国との比較） DX の成果状況（経年変化および米国との比較）

3



© 2024 Linpress Corporation All Rights Reserved.

1. DX推進における課題・問題点

DXの取組状況

従業員規模の大きい企業ほど取り組みは活発で、業種別では金融業・保険業の取り組みが多く報告されている。

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P2 図表1-2を弊社にて一部加工 出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P3 図表1-3を弊社にて一部加工

77.0%

70.5%

60.1%

69.2%

97.2%

製造業

流通業・小売業

サービス業

情報通信業

金融業・保険業

44.7%

78.8%

85.9%

96.6%

100人以下

300人以下

1000人以下

1001人以上

（「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部
門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でXに取組んでいる」の回答合計）

（「全社戦略に基づき、全社的にDXに取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部
門においてDXに取組んでいる」「部署ごとに個別でXに取組んでいる」の回答合計）

DX の取組状況（従業員規模別） DX の取組状況（業種別）
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DXの取り組みを3段階に分類すると「デジタルトランスフォーメーション」段階の成果が 他の段階に比べて
道半ばであることが明らかになりました。

1. DX推進における課題・問題点

DXの「成果」は道半ば

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P9 図表1-13を弊社にて一部加工

デジタルトランスフォーメーション

25%新規製品・サービスの創出

52.9%
組織横断／全体の業務・製造
プロセスのデジタル化

20.7%
顧客起点の価値創出による
ビジネスモデルの根本的な変革

33.2%
企業文化や組織マインドの
根本的な変革

デジタライゼーション

76.0%業務の効率化による生産性の向上

37.7%既存製品・サービスの高付加価値化

デジタイゼーション

78.0%アナログ・物理データのデジタル化

DXの具体的な取組項目別の成果
（「すでに十分な成果が出ている」「すでにある程度の成果がでている」の回答合計）

DXの「D（Digital）」の部分の活用や導入は進んでいるものの、

その先の「X（Transformation）」は依然として高い壁が存在していると考えられます。
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1. DX推進における課題・問題点

なぜDXに取り組まないのか

59.0

46.2

47.9

46.2

34.2

10.3

3.4

43.6

6.8

46.2

53.8

69.2

65.4

34.6

23.1

0.0

26.9

7.7

61.9

57.1

66.7

61.9

28.6

4.8

0.0

14.3

9.5

DXに取組むための知識や情報が不足している

DXに取組むためのスキルが不足している

DXの戦略立案や統括を行う人材が不足している

DXを現場で推進、実行する人材が不足している

DXに取組むための予算が不足している

ITシステムのレガシー刷新が困難である

事業を開始したばかりで、改革に取組む段階ではない

自社がDXに取組むメリットがわからない

その他

100人以下 300人以下 1000人以下

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P4 図表1-5

（DX 取組予定で「DXに取組む予定はない」「DXに取組むか、わからない」と回答した企業が対象）

DXに取組まない（取組めない）理由の上位は「情報やスキルの不足」「人材不足」であることが明らかになり
ました。

DXに取組まない理由（従業員規模別）

6



© 2024 Linpress Corporation All Rights Reserved.

DXへの機運は高まっているのに、なぜ思うような成果が上がらないのか。

その理由として「DX推進により目指すビジョンや方向性、目的が定まっていない」「単発的な取り組みに留
まっている」といった戦略面の問題をはじめ、「経営層のAI活用やデータ利活用への理解がない」「各部門間
の連携不足」などの組織・体制面の問題などが考えられます。

そして何より深刻なのが「DXを推進できる人材がいない」といった人材面での問題です。
DXの取組が進む一方で、業種を問わず人材の量と質の不足が深刻化しており、DXを推進するための人材がほ
ぼ充足していない状況が浮き彫りになっています。

1. DX推進における課題・問題点

DX推進を阻む問題

DXを推進する人材の「量」が不足している割合

22.6%2022年度米国（n=301）

2023年度日本（n=745） 85.7%

2022年度日本（n=375） 83.5%

2021年度日本（n=297） 84.8%

※「やや不足している」「大幅に不足している」との回答の合計

DXを推進する人材の「質」が不足している割合

45.1%2022年度米国（n=301）

2023年度日本（n=744） 85.5%

2022年度日本（n=375） 86.1%

2021年度日本（n=298） 85.5%

※「やや不足している」「大幅に不足している」との回答の合計

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P31 図表3-1,2を弊社にて一部加工

7



© 2024 Linpress Corporation All Rights Reserved.

1. DX推進における課題・問題点

最も不足しているDX人材「ビジネスアーキテクト」

多くの企業が「デジタル技術導入」のための デジタル人材育成 に注力している

DXの成果を出すためには「ビジネス・業務のあるべき姿」を設定し、

現状の問題点・課題を解決するための新たなビジネスプロセスを構築

することが「業務やビジネスそのものを変革する」ことにつながる

そのために

「ビジネスそのものの変革の実現を導く人材・スキル」

が必要だと言える

DXの本来の目的は

 「業務やビジネスそのものを変革する」こと、

 それにより「企業価値の向上」や「競争力の強化」を実現する

※デジタル技術導入はあくまで「手段」

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P33 図表3-4を弊社にて一部加工

41.9%

19.1%

14.0%

12.2%

5.2%

7.6%

ビジネスアーキテクト

データサイエンティスト

サイバーセキュリティ

ソフトウェアエンジニア

デザイナー

不足している人材はない

最も不足しているDX人材類型（降順）
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2.ビジネスアーキテクトの定義と役割
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2.ビジネスアーキテクトの定義と役割

DX推進スキル標準

データ
サイエンティスト

サイバーセキュリティソフトウェアエンジニア

デザイナー

ビジネスアーキテクト

DXの取組みにおいて、ビジネスや業務の変革を通じ
て実現したいこと（＝目的）を設定したうえで、関係
者をコーディネートし関係者間の協働関係の構築を
リードしながら、目的実現に向けたプロセスの一貫した
推進を通じて、目的を実現する人材

DXの推進において、データを活用した
業務変革や新規ビジネスの実現に
向けて、データを収集・解析する仕組み
の設計・実装・運用を担う人材

業務プロセスを支えるデジタル環境にお
けるサイバーセキュリティリスクの影響を
抑制する対策を担う人材

DXの推進において、デジタル技術を活
用した製品・サービスを提供するための
システムやソフトウェアの設計・実装・
運用を担う人材

ビジネスの視点、顧客・ユーザーの視点
等を総合的にとらえ、製品・サービスの
方針や開発のプロセスを策定し、
それらに沿った製品・サービスのありかた
のデザインを担う人材

出典：経済産業省・独立行政法人情報処理推進機構 「デジタルスキル標準 ver1,2」P70

10
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2.ビジネスアーキテクトの定義と役割

「ビジネスアーキテクト」の役割

DX推進における「ビジネスアーキテクト」の役割は、以下の3つです。

①新規事業開発

新しい事業、製品・サービスの目的を見出し、新しく定義した目的の実現方法を策定したうえで、

関係者をコーディネートし関係者間の協働関係の構築をリードしながら、目的実現に向けたプロ

セスの一貫した推進を通じて、目的を実現する

②既存事業の高度化

既存の事業、製品・サービスの目的を見直し、再定義した目的の実現方法を策定したうえで、関

係者をコーディネートし関係者間の協働関係の構築をリードしながら、目的実現に向けたプロセ

スの一貫した推進を通じて、目的を実現する

③社内業務の高度化・効率化

社内業務の課題解決の目的を定義し、その目的の実現方法を策定したうえで、関係者をコーディ

ネートし関係者間の協働関係の構築をリードしながら、目的実現に向けたプロセスの一貫した推

進を通じて目的を実現する

11
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2.ビジネスアーキテクトの定義と役割

「ビジネスアーキテクト」の定義

DXの取組み（新規事業開発／既存事業の高度化／社内業務の高度化・効率化）において、

◼ ビジネスや業務の変革を通じて実現したいこと（＝目的）を設定したうえで、

◼ 関係者をコーディネートし関係者間の協働関係の構築をリードしながら、

◼ 目的実現に向けたプロセスの一貫した推進を通じて、目的を実現する人材

ビジネスアーキテクトとビジネスアナリストの違い

⚫ ビジネスアーキテクト ：DX実現に向けた取り組み全体の指揮をとる

⚫ ビジネスアナリスト ：個別の変革プロジェクトの実行を担う

【目的＝目指す姿、ありたい姿】

【コミュニケーション】

【リーダシップ】

12
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その要因は

• 企業内の知識や能力が不足

• 企業内の人材が不足

特にビジネスアーキテクトの確保がDX実現の重要ポイントとなっている

2.ビジネスアーキテクトの定義と役割

現状の整理

日本企業において

• DXの取組みは堅調に進んでいる

• 成果も出つつある

しかし、

真の目的であるデジタルトランスフォーメーションへの取り組みは道半ば

DX

?

13
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3.ビジネスアーキテクトの人材確保
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3.ビジネスアーキテクトの人材確保

人材確保の課題

39.9

33.9

33.3

24.1

41.3

30.5

18.4

30.0

2.0

7.5

47.6

42.2

35.8

21.5

34.4

25.0

12.4

18.5

1.6

33.6

33.9

29.6

25.2

21.6

33.2

17.9

12.3

1.0

戦略上必要なスキルやそのレベルが定義できていない

採用したい人材のスペックが明確でない

要求水準を満たす人材にアプローチできない

魅力的な仕事を用意できない

魅力的な処遇が提示できない

採用予算や人件費の制約

働く環境や就業形態なとが応募者の条件に合わない

募集しても応募が少ない

その他

特に課題はない

2023年度 2022年度 米国(2023)

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P35 図表3-7

（DX への取組の設問で「全社戦略に基づき、全社的にDX に取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部門においてDX に取組
んでいる」「部署ごとに個別でDX に取組んでいる」と回答した企業が対象）

DXを推進する人材の獲得・確保の課題（経年変化および米国との比較）

企業が抱える人事制度上の課題や、市場の人材が減少しているなどの理由で、
新たな人材の確保が困難な状況である

15
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3.ビジネスアーキテクトの人材確保

人材確保の手段と成果

34.0

23.9

51.2

66.5

47.2

27.5

12.8

11.7

5.7

0.8

7.8

28.8

17.1

42.3

47.7

47.7

17.1

5.4

7.2

5.4

0.0

12.6

社外の専門家(コンサルタントなど)との契約

特定技術を有する企業や個人との契約

経験者・外部採用(中途採用など)

社内人材の育成

既存人材(他部署からの異動省も含む)の活用

新卒採用

関連企業からの転籍・出向

リファラル採用(自社社員を通しての紹介・推薦)

離職者再雇用

その他

人材確保を行っていない

成果が出ている 成果が出ていない

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」P39 図表3-13

（DX への取組の設問で「全社戦略に基づき、全社的にDX に取組んでいる」「全社戦略に基づき、一部の部門においてDX に取組
んでいる」「部署ごとに個別でDX に取組んでいる」と回答した企業が対象）

DX を推進する人材の獲得・確保の方法（DX 成果別）

現時点では外部からの人材確保は難しく、より成果を出している社内人材の
育成によるDX取組みが最も効果的と言える。

16
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4.ビジネスアーキテクトに
求められる知識・スキル

17
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4.ビジネスアーキテクトに求められる知識・スキル

「ビジネスアーキテクト」に必要な知識とスキル

「ビジネスアーキテクト」には、“ビジネス変革” に関する高い実践力と専門性が必要

カテゴリー サブカテゴリー

重要度

※重要度凡例
a：高い実践力と専門性が必要
b：一定の実践力と専門性が必要
c：説明可能なレベルで理解が必要
d：位置づけや関連性の理解が必要
z：役割や状況に応じた実践力が必要

新規事業開発
既存事業の高

度化
社内業務の高
度化、効率化

ビジネス変革

戦略・マネジメント・システム a a a

ビジネスモデル・プロセス a a c

デザイン b b c

データ活用

データ・AIの戦略的活用 b b b

AI・データサイエンス d d d

データエンジニアリング d d d

テクノロジー
ソフトウェア開発 c c c

デジタルテクノロジー c c c

セキュリティ
セキュリティマネジメント b b b

セキュリティ技術 d d d

パーソナルスキル z z z

出典：経済産業省・独立行政法人情報処理推進機構 「デジタルスキル標準 ver1,2」P99-101 を弊社にて一部加工

18
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4.ビジネスアーキテクトに求められる知識・スキル

「ビジネスアーキテクト」はどこに所属するのか

D（デジタル）人材

役割
あるべき業務・ビジネスの姿と
現在との“ギャップ”を埋める手段を検討し実現する

必要な
スキル

デジタル技術の理解
データ分析スキル
テクニカルスキル

調達先 社内または社外

• データサイエンティスト、ソフトウェアエンジニア、
サイバーセキュリティ等

X（トランスフォーメーション）人材

役割
あるべき業務・ビジネスの姿を描き
現在との“ギャップ”を具体化する

必要な
スキル

業務理解
コミュニケーション能力
問題解決能力、変革推進力

調達先 社内※特に事業部門が望ましい

• ビジネスアーキテクト

自社の特徴や業務を理解し、自社の
ビジネスや業務に精通している人材
（外部から補完することは難しい）

ITの専門分野のスペシャリスト
（外部からの補完が可能）

19
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4.ビジネスアーキテクトに求められる知識・スキル

ビジネスアーキテクト育成のポイント

自社のビジネスの最前線に立つ事業部門において、

ビジネスそのものの変革の実現へ導く人材として「ビジネスアーキテクト」を育成する

ビジネスアーキテクトには、

⚫ “DXの取り組みで何を実現したいか”といった「目的」をしっかりと設定したうえで、

⚫ 関係者を巻き込みながら、

⚫ 目的達成に向けて新たな業務プロセスの設計を行う

ことが期待されている

IT部門にまかせきり ×
事業部門の底上げが必要 ○

20
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5. IT・システム企画フレームのご紹介
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CANVAS-SA®は株式会社リンクレアの登録商標です。

ステップ1 ステップ2 ステップ3 ステップ4 ステップ5 ステップ6 ステップ7 ステップ8

背景の確認
・共有化

現状の調査・分析 現状の診断
新システム課題の

統合化
ジョブ・アーキテ
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システム・アーキ
テクチャ

開発マスタプラン
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5. IT・システム企画フレームのご紹介

コンサルティングや研修で活用する方法論 CANVAS-SA🄬
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5. IT・システム企画フレームのご紹介

CANVAS-SA🄬で作成する成果物の紹介

経営メリット

背景確認シート

①現状までの
経緯

②目標観③問題点・ニーズ

④取組むべき
テーマ

⑤トップの意向

業務プロセス

引
合

見
積
依
頼

見
積

受
注

発
注

在
庫
管
理

出
荷
・
納
品

請
求
・
入
金

請
求
・
支
払

管
理
・
報
告

統合化のイメージ

問題点・ニーズ A
・・・・・・・ B
・・・・・・・ C
・・・・・・・ D

問題点・ニーズ
・・・・・・・
・・・・・・・

問題点・ニーズ
・・・・・・・
・・・・・・・
・・・・・・・

問題点・ニーズ

システム課題

システム課題

目的

システム課題

システム課題

目的

コンセプト

問題点・ニーズ診断表 システム課題の優先順位表

SPECAアンケート

S: P:

E: C:

A:

問題点・ニーズ 区
分

優
先
度

改善・改革

の方向性

解決の

方向性
システム課題

対応する問題点・
ニーズ

優先順位 備考

システム化目的

システムコンセプト

ステップ5（ジョブ・アーキテクチャ） ステップ7（開発マスタプランの策定） ステップ8（報告と承認）ステップ6（システム・アーキテクチャ）

業務情報ダイアグラム

業務機能 営業 顧客 備考

1.問合せ

2.商品照会

4.見積

3.見積依頼

問合

回答

調査

商品情報

見積依頼

見積書作成

見積書

■資料を基に調査している
ため時間がかかる。

問題

■見積書が手書き。
↓

システム化して欲しい。

ﾆｰｽﾞ

ﾆｰｽﾞ

問題

統合化

①資料を基に問合せ調査を行っているため、
時間がかかる。

②見積書が手書きなのでシステム化して欲しい

・
・
・

DIkNA Cycle モデル

Action

Infomation

DatakNowledg

行動変革

データ処理

情報処理

知識処理

問題点・ニーズ一覧表

診断一覧化

業務情報ダイアグラム

№ 問題点・ニーズ 備考

1
受注情報が手書きであり、受注状況の確認に時間が
掛る

2
３工場の在庫情報がシステムで確認できないため、
お客様からの問合せ時に都度、工場に確認している

○○工
場のみ

3
請求情報が課長のEXCELにまとめられているが、シ
ステムで照会できるようにしたい

4
出荷時に仕入先から直送される場合、後から仕入先
に伝票を送ってもらい、システムに入力している。

大分類 中分類

Save Cost

①工数を削減する

②設備を節約する

③費用を節約する

Just Time
④タイムリに仕事をする

⑤単位時間当たりの仕事量を増やす

Up Usability
⑥仕事をやりやすくする

⑦環境の変化に対応しやすくする

High Security ⑧安心して仕事ができるようにする

Amenity
⑨社員のモラールを向上させる

⑩顧客サービスを向上させる

設定

ステップ1 （背景の確認・共有化） ステップ3 （現状の診断） ステップ4 （課題の統合化）ステップ2 （現状の調査）

業務機能 営業 顧客 備考

問合

回答

商品照会

見積依頼

見積書

1.問合せ

2．商品照会

4.見積

システム

見積書作成

3.見積依頼

新業務情報ダイアグラム（ＢＰチャート） H/W-N/W 構成図

概念DBモデル
受注情報

受注№（改定№）
見積№（改定№）

受注明細

受注№（改定№）
受注明細行№

：
契約№

出荷情報

出荷№（改定№）
受注№（改定№）

：
納品書№
請求書№

出荷明細

出荷№（改定№）
出荷明細行№

発注情報

発注№（改定№）
受注№（改定№）

発注明細

発注№（改定№）
発注明細行№

入荷情報

入荷№（改定№）
発注№（改定№）

受注№（改定№）

入荷明細

入荷№（改定№）
入荷明細行№

製造依頼情報

製造依頼№（改定№）
受注№（改定№）

製造依頼明細

製造依頼№（改定№）
製造依頼明細行№

セットアップ情報

ｾｯﾄｱｯﾌﾟ依頼№（改定№）
受注№（改定№）

セットアップ明細

ｾｯﾄｱｯﾌﾟ依頼№（改定№）
ｾｯﾄｱｯﾌﾟ依頼明細行№

在庫情報

製品分類コード
品番

売掛情報

受注№ （契約№）
請求№

買掛情報

発注№（改定№）
請求№

ライセンス・ユーザ情報

契約№

メンテ進捗管理サブ

契約№

見積情報

見積№（改定№）
受注№（改定№）

見積明細

見積№（改定№）
見積明細行№

ユーザカルテ情報サブ

ﾕｰｻﾞｶﾙﾃ№
ｾｯﾄｱｯﾌﾟ依頼№（改定№）

：
納品書№

支払依頼

支払依頼№
申請№

請求№
振替伝票№

入金依頼

入金依頼№
申請№

請求№
振替伝票№

伝票

伝票№
申請№

請求№
振替伝票№

財務集計

勘定月
起票日

勘定科目

備品

資産№

実働時間

社員№
年月日

勤怠（給与計算）

社員№
年月

原価区分

諸申請

申請№
社員№

<交通費請求>
<交際費使用伺>
<会議開催伺><慶弔金申請>

出張費申請

旅費申請№
社員№

区分（概算・精算）

取引先マスタ

契約№ 契約№ 契約№

契約№ 契約№
展開マスタ

契約№

書体マスタ

地区マスタ

場所マスタ

メーカーマスタ

システム効果表

№ システム課題

定量効果 定性効果

備考

工数が削減

できる

Manpower

設備(機械

スペース)

が節約でき

る

Resource

費用(人件

費・外注

費・在庫費

用・物流費

等が節約で

きる)

Money

タイムリー

に仕事がで

きる。

クイックア

クション

Timing

一人の時間

当たりの仕

事が増えて

もやって行

ける

Throughput

仕事がやり

やすくなる。

Utility

組織・人員

の変更等、

環境の変化

に対応しや

すくなる

Flexibilit

安心して

仕事ができ

る

Security

社員の意識

・モラール

向上につな

がる

Human

品質・精度

の向上・顧

客サービス

の向上につ

ながる

Quality

1 引合から入金確認までの情報を一元管理する ◎ ○ ◎ △ ○ ○ △ ○

2 業務プロセスのステータスを把握する ○ ◎ ◎
3 受注の証憑を確実に取得し、保管する ◎ ◎ 内部統制

4 販売（仕入）条件をシステムに登録する ◎ ○ ○
5 売買基準テーブルを設定する ◎ ○ ○ ○ ○ ◎
6 価格表テーブルを設定する ◎ ○ ◎

7 受発注情報との連動で、在庫情報を更新する ◎ ◎ ○ ◎

8 入荷時に検品を実施し、入荷情報を登録する ◎ ○ ◎

体制
スケジュール

コスト

新システム構想書
目 次

１．システム化構想の目的と位置付け ・・・・ １
１．１ 目的 ・・・・・・・・・・・・・・ １
１．２ 位置付け ・・・・・・・・・・・・ １

２．背景確認 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２

３．現状調査
３．１ 業務概要 ・・・・・・・・・・・・ ３
３．２ 現行社内システム・データ連携 ・・ ４
３．３ 問題点・ニーズ分析 ・・・・・・・ ５

４．現状診断 ・・・・・・・・・・・・・・・ ９

５．新システム構想 ・・・・・・・・・・・・ １０
５．１ システム名称(仮) ・・・・・・・・ １０
５．２ システムコンセプト ・・・・・・・ １０
５．３ 新システムの目的 ・・・・・・・・ １０
５．４ 新システムの課題 ・・・・・・・・ １１

６．ジョブアーキテクチャ
６．１ 新システム構想の基本方針 ・・・・ １２
６．２ 業務機能関連図 ・・・・・・・・・ １４
６．３ ＢＰチャート ・・・・・・・・・・ １５

７．システムアーキテクチャ
７．１ 処理方式の考え方 ・・・・・・・・ ５２
７．２ システム保守・運用の考え方 ・・・ ５３
７．３ セキュリティの考え方 ・・・・・・ ５４
７．４ Ｈ／Ｗ・Ｎ／Ｗ・Ｓ／Ｗ選定の考え方 ５６
７．５ Ｈ／Ｗ・Ｎ／Ｗ構成図 ・・・・・・ ６１
７．６ Ｓ／Ｗ構成図 ・・・・・・・・・・ ６２
７．７ 実現方式 ・・・・・・・・・・・・ ６４
７．８ 情報群別 主なデータ項目 ・・・・ ６７

８．新システム構築マスタプラン ・・・・・・ ７４

９．新システム構築プロジェクト体制 ・・・・ ７５

１０．システム構築費用見積（概算）
１０．１ 新システム機能一覧 ・・・・・・・ ７６
１０．２ ソフト開発費用見積 ・・・・・・・ ７７
１０．３ Ｈ／Ｗ・Ｎ／Ｗ費用見積（ご参考）・ ７８

１１．今後の展開に向けて
１１．１ 継続検討課題 ・・・・・・・・・・ ８３
１１．２ 成功へ導くために ・・・・・・・・ ８４

現状のビジネスモデル
（As-Is）

将来のビジネスモデル
（To-Be）

将来のビジネスモデル
を実現する道具立て

我々が置かれている状況
将来のありたい姿 真のニーズ

システムで実現すること
業務改善で実現すること

現場のニーズ
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事例紹介
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事例紹介

DX実現に向けた人材育成事例（製造業）

• 全社でDXを推進しなければならない、そのためにはIT

部門だけでなく事業部門のIT知識を向上する必要がある

• 事業部門は、IT部門に任せきりではなく、自分たちで業

務改善・変革などを企画出来るようにしたい

• 継続開催し、メンバのPM力、企画力を底上げをしたい

導入に至った背景

・IT企画研修

• 不慣れな内容だったが、講義内容をも

とにグループ演習に取り組んでいた

• 研修後に個別に質問をするなど積極的

に学ぶ姿勢が見られた

受講者の反応

実施内容

事業部門の選抜者約20名を対象とした演習付き実践トレーニングプログラムを実施
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